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人口減少や節水機器の普及など水需要の減少に伴う収入減の傾向が続いている一方

で、水道事業創設期に建設された水道施設は老朽化が進行しつつあります。 

また、建設当初に布設された配水管等は、今後、耐用年数を迎えることとなり、先の

震災を踏まえた施設の更新や耐震化への取組みが喫緊の課題となっております。 

これらに係る事業費には多大な費用を要することとなり、その一方で、直接料金収入

の増加に繋がらないため、地方公営企業法に基づく「独立採算の原則」から水道事業独

自での負担は限界となり、今後の経営状況はますます厳しいものとなることが予測され

ます。 

このような状況のなかで、水道施設等の計画的な更新を推進し、施設や管路の健全性

を維持していくためには、施設の効率化、運営費用などの経費節減を図り、経営基盤強

化のための取り組みを一層推進するとともに、水道事業の現状把握、分析及び将来予測

を行った上で、経営健全化のための収支計画を策定し、中長期的な視野で事業経営に取

り組んでいくことが重要と考えられます。 

このため、「第５次五霞町総合計画」のまちづくりの基本目標にも掲げられている、

住民に「安心・安全な水が安定供給されている」の実現を目的として、五霞町水道事業

の、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「経営戦略」とは 

 

平成２６年８月に総務省から通知のあった「公営企業の経営に当たっての留意事項に

ついて」の中で、公営企業に策定を求めている経営の基本計画です。 

  今後、人口減少、施設の老朽化が進む中で、公営企業が将来にわたって安定的に事業

を継続していくために、中長期的な視点から経営の健全化を実現するために作成するも

のです。  

第 1章 経営戦略策定の趣旨 
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五霞町水道事業における経営戦略で今後推進していく経営方針は、厚生労働省が策定

した「新水道ビジョン」に掲げる水道の理想像である「安全」、「強靭」、「持続」の

項目を基本方針として、さまざまな課題を解決し、安定的な事業運営を行っていきます。 

 

■安 全 

１．いつでも安心して飲める、安全で信頼される水道 

１）水質管理の充実      ：残留塩素・水質検査の計画的管理 

２）浄水貯水量の確保     ：安定給水のための浄水量確保及び災害時の給水

量の確保を図る 

３）浄水場配水のバックアップ ：安定した受水の確保・応援給水体制の充実 

４）水源水量の確保      ：埼玉県水受水と思川開発事業に参画し、安定水

利を確保 

  

■強 靭 

２．災害に強く、たくましい水道 

１）老朽管更新・耐震化    ：耐用年数を迎える老朽管の更新と合せて耐震化 

の促進 

２）効率的な水運用の構築   ：現況施設の強化を図る 

３）災害対策の強化      ：重要給水施設・災害時避難施設への配水管路 

近隣事業体との連絡体制の確立 

                 防災体制の強化 

 

■持 続 

３．いつまでも皆様の近くにあり続ける水道 

１）長期的な財政計画     ：長期的な経営の効率化・健全化を推進 

２）環境対策         ：電力、消費エネルギーの削減を推進 

３）水道サービスの向上    ：広報誌・ホームページによる広報を充実 

４）人材育成         ：水道事業に関する知識や技術の習得等資質向上

を図り、技術を継承する 

 

第２章 経営の基本方針 
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五霞町の水道事業は、企業の撤退や、人口減少により、給水収益は減少傾向となって

いますが、今後、上水道と井戸併用家庭及び企業の上水道水への転換や圏央道五霞ＩＣ

周辺地区開発事業等による新たな水需要により給水量の増加が見込まれます。 

一方、老朽化が進行する施設の更新や災害対策の耐震化事業などを行うためには多額

の費用が必要であり、今後は内部留保資金で補えなくなることが見込まれます。 

このような状況の中で、長期的に快適で安心な水道水の安定供給のためには、事業の

効率化と収益性を高める必要があります。 

 

 

 

 

 

厚生労働省は、人口減少社会の到来や東日本大震災の経験など、水道を取り巻く環境の 

大きな変化に対応するために「水道ビジョン」の全面的な見直しをおこない、今後の取組 

みの目指すべき方向性やその実現方策、関係者の役割分担を提示した「新水道ビジョン」 

を平成２５年３月に策定し、これまで水道事業者自らに作成するよう推奨してきた「地域 

水道ビジョン」を、必要に応じ「水道事業ビジョン」として改定し、「新水道ビジョン」 

に基づいた各種施策をより一層推進するよう要請しています。  

 

 

（厚生労働省：新水道ビジョン） 
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 ◎ 平成２９年度から平成３８年度までの１０年間  

 

総務省が示す「経営戦略」における「中長期的な視点から経営基盤の強化等に取り組

むことができるように、計画期間は１０年以上を基本とする」という考え方を取り入れ、

長期的な経営基盤の強化等を踏えた中で、１０年を本計画の計画期間とします。 

社会情勢や経営状況等の変化に対応するため随時検証を行い、必要に応じて見直しを

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 計 画 期 間 

 

五 霞 町 
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１．人 口 

五霞町の人口は、平成１８年度以降減少傾向が続いており、「五霞町人口ビジョン」

においても今後減少傾向が継続する推計となっており、これに伴う給水人口も減少し

ていくこととしています。 

 

 

 

人口の減少に伴い給水区域内人口・給水人口も減少傾向になると予測されますが、

水の安全性の観点からすると自家用井戸から上水道への転換が図られるものと考え

られ、給水普及率は僅かながら増加すると予測しています。 

本計画内では平成２７年度実績で９９.３％であるが、更なる普及率の向上を図り

平成３８年度で９９.７％とし、給水区域内人口を８,１９２人、給水人口を８,１６

７人と推計しています。 

 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H2
2

H2
4

H2
6

H2
8

H3
0

H3
2

H3
4

H3
6

H3
8

H4
0

H4
2

H4
4

H4
6

H4
8

H5
0

H5
2

H5
4

H5
6

H5
8

H6
0

H6
2

H6
4

H6
6

H6
8

H7
0

H7
2

五霞町人口ﾋﾞｼﾞｮﾝ(推計)

計画期間（H29～H38)

行
政
区

域
内
人

口
（
人

）

70

75

80

85

90

95

100

7,600

7,800

8,000

8,200

8,400

8,600

8,800

9,000

9,200

9,400

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

給水区域内人口 給水人口 給水普及率

給水区域内人口及び給水人口の推移
％人

実績 推計

第４章 水道事業の現状と将来予測 
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２．使用水量と水道料金収入 

   水道使用水量は、近年微増傾向にあり、今後も上水道と井戸併用家庭及び企業の上

水道への転換、圏央道五霞ＩＣ周辺地区開発事業等による新たな水需要により給水量

の増加が見込まれ、水道料金収入も増加していくと見込んでいます。 

 

 

  

 

 

 

３．浄水場施設 

   五霞町の水道事業は、利根川の表流水を取水して浄水処理した水と埼玉県からの受

水した水を配水池に一旦貯水し、配水ポンプで町内の各地域へ供給しています。 

浄水施設のある川妻浄水場は、平成８年に供用開始した比較的新しい施設ですが、

電気設備や機械設備等は供用開始後２０年が経過し、経年使用による老朽化が顕著と

なり、更新時期を迎えています。 

   本計画では、主力施設であり重要性の高い川妻浄水場の機械・電気設備を優先的に

整備するものとします。 
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４．水道管路 

   五霞町に現在布設されている水道管路の延長は約１２９㎞あり、そのうち全体の約

８１％が口径φ１５０mm以下の水道管となっています。その中で最も多く布設されて

いるのは口径φ７５㎜で約２５％を占めています。 

   水道事業は、昭和５９年供用開始しており、本計画期間内に水道管の法定耐用年数

の４０年を経過することとなるため、今後計画的な布設替えなどの対応が必要です。   

あまた、老朽化が進行している管種および重要幹線路の緊急性の高い水道管路につい

ては、耐久性・耐震性の高い水道管に布設替えする工事を行っていきます。 

 

     ※法定耐用年数：減価償却算定のための会計上の償却目安 

       （技術開発・維持管理の向上により、実際はそれ以上使用可能な場合もある。） 

 

５．事業収支の現状 

   事業収支はプラスを維持していますが、これは他会計補助金として一般会計から年

間約１億円程度の収入が見込まれているためであり、給水収益のみでは事業費用を賄

えていません。 

   資本的収支では、これまでの事業で借り入れた企業債の返済が進んでいるため、未

償還残高は減少傾向で推移しています。また圏央道五霞ＩＣ周辺地区開発事業による

新設水道管の布設工事は負担金を徴収し事業を進めています。 

平成２９年度から施設の更新や管路の老朽化による布設替えなどの事業を進める

こととしており、当該事業の財源として企業債の借入れ及び自己資金を見込んでいま

すので、新たな企業債の利子及び元金の償還が計画期間内で加わってくることから、

経営健全化の観点から、将来の償還財源による負担を軽減するための努力が必要とな

ります。 
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６．経営指標の状況 

経営状況や課題を簡明に把握できる経営指標を抽出し、平成２２年度～平成２６年

度の経営状況と財政状況について、類似団体の平均との比較により分析を行いました。 

※類似団体 

・給水形態：末端給水事業 

・給水人口：5千人以上1万人未満 

 グラフ凡例  

■ 当 該 指 標 値（当該値） 

 類似団体平均値（平均値） 

【 】 平成 26 年度全国平均値 

 

 

 

 

① 経常収支比率 

     経常収支比率は、費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すもの

で、この比率が高いほど経常利益率が良いことを表し、１００％以上であれば赤

字経営でないことを意味する。 

経常収支比率＝（経常収益／経常費用）×100 

 

 

 

 

 

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 100.53 100.74 105.61 105.77 111.29

平均値 108.06 104.82 104.95 105.53 107.20

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

経常収支比率（％）
【113.03】

・評価 

指標は１００％を超えて利

益が発生している状況に見え

るが、一般会計からの補助等

によるものであり、企業会計

の独立採算性の観点から見た

場合、事業運営に必要な利益

が確保されているとは言い難

い状況です。 

１）経営の健全性・効率性 

-9-



 

    

②流動比率 

     短期的な債務への支払能力を表す指標。流動資産（1年以内に現金化すること

のできる資産）と流動負債（1年以内に支払うべき債務）の比率。高い方が良く、

２００以上が好ましい。  

流動比率＝（流動資産／流動負債）×100 

 

 

 

③企業債残高対給水収益比率 

企業債残高の規模を表す指標であり、水道料金による収入（給水収益）に対す

る企業債残高の割合で、低い方が良い。  

企業債残高対給水収益比率＝（企業債残高／給水収益）×100 

 

 

 

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 64,882.47 10,380.88 28,176.52 41,243.69 184.04

平均値 1,129.91 1,197.11 1,002.64 1,164.51 434.72
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【246.16】
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【283.72】

・評価 

平成２６年度から公営企業

会計制度が改正され、翌年度

に償還すべき企業債などが流

動負債に含まれたことで、指

標は大きく下降しており、平

均値を下回っています。現状

では短期的な債務への支払能

力は確保されていますが、保

有資金の減少に伴い、悪化す

る見通しとなっています。 

・評価 

類似団体平均と比べてかな

り高い比率ですが、企業債残

高は減少傾向にあります。今

後、事業投資に対する財源確

保についての検討や企業債以

外の財源を確保することで企

業債の借入を抑制し、将来に

負担を先送りしない取組みが

必要です。 
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   ④料金回収率 

１㎥あたりの給水に係る費用（給水原価）を１㎥あたりの給水収益（供給単価）

でどの程度賄えているかを表す指標であり、高い方が良い。 

料金回収率＝（供給単価／給水原価）×100 

 

 

 

   ⑤施設利用率 

施設の利用状況や適正な規模を判断する指標であり、施設の一日の配水能力に

対する一日平均配水量の割合を表すもので、高い方が良い。 

       施設利用率＝（一日平均配水量／一日配水能力）×100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 73.32 70.71 69.64 79.23 74.32

平均値 93.43 90.17 90.69 90.64 93.66

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

料金回収率（％）
【104.60】

・評価 

指標は１００％を下回って

おり、給水に係る費用を給水

収益で賄えていない状況で

す。今後、コスト削減と料金

収入の確保への取組みが必要

です。 

・評価 

指標は低い値を示してお

り、配水量の減少傾向である

ことを示しています。 

長期的には配水能力が過大

となり、指標が悪化していく

可能性があります。確実に安

定した水を供給できる能力を

確保しながら、将来的には水

需要に合った施設の構築を進

める必要があります。 

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 68.50 58.96 53.87 57.57 56.60

平均値 51.05 50.49 49.69 49.77 49.22

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

施設利用率（％）
【59.80】
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⑥有収率 

施設の効率性を表す指標であり、施設が供給した総配水量のうち料金収入など

の対象となった有収水量の割合を表すもので、高い方が良い。  

有収率＝（年間総有収水量／年間総配水量）×100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 95.03 97.55 99.75 98.34 97.38

平均値 80.81 78.70 80.01 79.98 79.48

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

有収率（％）
【89.78】 ・評価 

指標は類似団体平均値を上

回っており、比較的高い値で

推移し、漏水等も少ない状況

であることが推定できます。 

今後、経年化による老朽化

が進む中、計画的な布設替え

工事を実施し、耐震化を図っ

ていくことで有収率の向上に

努めます。 
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   ①有形固定資産減価償却率 

有形固定資産（水道施設・設備）の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指

標であり、１００％に近いほど保有資産が耐用年数に近づいていることを示す。 

有形固定資産減価償却率＝（有形固定資産減価償却累計額／有形固定資産のう

ち償却対象資産の帳簿原価）×100 

 

 

 

 

   ②管路経年化率 

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標であり、高いほど老朽化が進

んでいると考えられる。 

管路経年化率＝( 法定耐用年数を経過した管路延長／管路延長 )×100  

 

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 39.05 40.60 42.12 42.98 64.16

平均値 33.21 34.24 35.18 36.43 46.12

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

有形固定資産減価償却費率（％）
【46.31】

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 6.34 6.81 8.41 8.72 9.86

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

管路経年化率（％）
【12.42】

・評価 

平成２６年度から公営企業

会計制度が改正され、みなし

償却が廃止されたことで、実

態に近い数値となっていま

す。 

今後、計画的な更新や耐震

化・老朽管布設替工事が必要

であります。 

２）施設の老朽化 

・評価 

昭和５７年度から布設され

た管路は、まだ法定耐用年数

を迎えていませんが、経年化

を参考にしつつ、実際の老朽

化の状態を把握した上で、計

画的に更新を進めていきま

す。 
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   ③管路更新率 

当該年度に更新（布設替え）を行った管路延長の割合を表す指標であり、管路

の更新ペースの状況を把握できる。  

管路更新率＝（ 当該年度に更新された管路延長／管路総延長 ）×100 

 

 

 

 

【経営指標分析の概要】  

● 経常収支は黒字であるが、給水収益は給水に係る費用を賄うことができて

おらず、他の財源に依存している状態です。 

● 今後、施設の更新、管路耐震化及び老朽管の布設替えを進めることで施設

の長寿命化に対応し、有収率の向上が図られることから費用の削減に効果的

となります。 

● 今後、将来を見据えた適正な施設能力を検討し、能力に合った施設の構築

が必要であります。  

● これまでの企業債借入れにおける残高は減少の見込みとなりますが、今後

の施設更新・老朽管布設替え事業費の推進により、新たな企業債の利子及び

元金の償還が計画期間途中から加わり増加となります。 

 

 

 

 

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.81 0.82 0.66 0.64 0.56

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

管路更新率（％）
【0.78】

・評価 

管路更新は、優先順位を的

確に把握し、計画的に更新事

業を進めていきます。 
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投資計画及び財源計画をもとに、今後の事業収支見通しを取りまとめました。内部留保

資金と企業債の活用により、計画期間である平成３８年度まで必要な投資を行える見込み

です。また、企業債残高については、平成２７年度末時点での未償還残高は約２４億円で

あり、計画期間内において既往債の返済が進みいったんは減少するものの、新規事業への

投資を見込んだ場合、平成３８年度には増加しつつ約２１億円程度となる見込みです。内

部留保資金残高は毎年２～３億円程度見込んでいますが、事業を進めていくためには一般

会計からの出資金等に頼らざるを得ない状況です。 

今後においても更なる経営の効率化に努めます。 

 

１．投資について 

五霞町の水道事業は、利根川の表流水を水源として浄水処理を行っている川妻浄水

場と埼玉県営水道用水供給事業からの受水であり、浄水処理した水と受水した水を配

水池に一旦貯水し、町内の各地域へ供給しています。 

川妻浄水場は、平成８年に供用開始した比較的新しい施設ですが、電気設備や機械

設備等は供用開始後２０年が経過し、経年使用により老朽化が顕著となり、更新時期

を迎えています。 

   水道は、ライフラインとして事故や将来想定される大規模な地震によって被災した

場合であっても、できる限り速やかに施設を復旧させ、住民の生命、生活の維持を図

る必要があります。 

今回の投資計画は、投資費用の合理化を前提として、経年使用による老朽化や災害

時に対応できる施設の構築、老朽化施設の更新と併せて管路の耐震性の高いものに代

えていくことにより、水道水の安心・安定供給と経営の健全化を図ることを目的とし

た計画としています。 

 

 

① 本計画では、重要である老朽化した浄水場の機械・電気設備を優先的に整備する

計画とします。 

② 耐震化の視点から地震被害の予想される地域特性、避難所等重要給水施設への管

路を優先し、耐震化を考慮した水道管を整備します。 

③ 老朽管の布設替え及び耐震化については、耐震性の低い管路、特に法定耐用年数

第５章 投資・財政計画 

 

１）施設の投資計画 
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の４０年を迎えるダクタイル鋳鉄管、硬質塩化ビニール管において、老朽度の高い

管種区分別に優先順位を設け、耐震性の高い管種・継手を有した水道管の布設替え

を計画的に更新します。 

 

 

２．財源について 

事業の推進には多額の費用と労力を要するため、可能な限り長期間、現有施設を供

用していき、事業経営面からも実現可能な計画として、老朽施設や地震等の災害時に

対する緊急性の高いものから順次更新しつつ、施設の強化を図ることとしてします。 

健全な経営を持続しながら、事業実施計画及び時期などを考慮し、次のことを留意

して財源の確保及び収支の算出を行うこととしました。 

 

①  財源は、企業債の借入れ、出資金、自己資金とする。 

   ・企業債の借入れ：事業費の７０％ 

   ・自己資金   ：内部留保資金 

   ・出資金    ：事業費 

②  内部留保資金として、建設改良費、借入金返済費用などの資金を確保する。 

③ 事業実施のための利益を確保する。 

-16-



    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 水
道

施
設

更
新

及
び

管
路

更
新

事
業

費
　

　
　

　
単

位
：

千
円

年
　

　
　

度
H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

計
備

考

【
川

妻
取

水
場

】

　
　

電
気

計
装

設
備

1
4
,
0
0
0

2
1
,
0
0
0

1
3
1
,
5
3
7

1
0
0
,
1
0
0

1
6
0
,
4
1
9

4
2
7
,
0
5
6

【
川

妻
浄

水
場

】

　
　

電
気

計
装

設
備

8
1
,
1
5
0

1
1
4
,
2
0
0

7
0
,
0
0
0

1
3
2
,
8
2
5

5
8
,
9
2
6

8
3
,
9
3
0

1
4
5
,
3
6
9

1
7
5
,
3
2
9

8
6
1
,
7
2
9

　
　

沈
澱

池
設

備
7
0
,
0
0
0

7
0
,
0
0
0

1
4
0
,
0
0
0

　
　

急
速

ろ
過

設
備

1
2
6
,
0
0
0

1
2
6
,
0
0
0

　
　

薬
品

注
入

設
備

0

小
　

　
計

8
1
,
1
5
0

1
1
4
,
2
0
0

8
4
,
0
0
0

1
3
2
,
8
2
5

7
9
,
9
2
6

2
5
7
,
5
3
7

1
5
3
,
9
3
0

1
7
0
,
1
0
0

1
4
5
,
3
6
9

1
7
5
,
3
2
9

1
6
0
,
4
1
9

1
,
5
5
4
,
7
8
5

【
管

路
更

新
】

　
　

管
路

更
新

事
業

費
0

0
1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
,
0
8
0
,
0
0
0

五
霞

I
C
関

連
事

業
5
9
,
0
0
0

1
4
7
,
0
0
0

2
0
6
,
0
0
0

　
　

更
新

延
長

（
ｍ

）
0

0
2
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
2
,
5
0
0

小
　

　
計

5
9
,
0
0
0

1
4
7
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

1
,
2
8
6
,
0
0
0

合
　

　
計

1
4
0
,
1
5
0

2
6
1
,
2
0
0

2
0
4
,
0
0
0

2
5
2
,
8
2
5

1
9
9
,
9
2
6

3
7
7
,
5
3
7

2
7
3
,
9
3
0

2
9
0
,
1
0
0

2
6
5
,
3
6
9

2
9
5
,
3
2
9

2
8
0
,
4
1
9

2
,
8
4
0
,
7
8
5

水
道

施
設

更
新

及
び

管
路

更
新

事
業

財
源

内
訳

　
　

　
　

単
位

：
千

円

年
　

　
　

度
H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

計
備

考

企
　

　
　

業
　

　
　

債
8
8
,
9
0
0

1
1
4
,
8
0
0

1
4
2
,
8
0
0

1
7
7
,
0
0
0

1
3
9
,
9
0
0

2
6
4
,
3
0
0

1
9
1
,
8
0
0

2
0
3
,
1
0
0

1
8
5
,
8
0
0

2
0
6
,
7
0
0

1
9
6
,
3
0
0

1
,
9
1
1
,
4
0
0
事

業
費

の
7
0
%

自
　

　
己

　
　

資
　

　
金

5
1
,
2
5
0

1
4
6
,
4
0
0

6
1
,
2
0
0

7
5
,
8
2
5

6
0
,
0
2
6

1
1
3
,
2
3
7

8
2
,
1
3
0

8
7
,
0
0
0

7
9
,
5
6
9

8
8
,
6
2
9

8
4
,
1
1
9

9
2
9
,
3
8
5

計
1
4
0
,
1
5
0

2
6
1
,
2
0
0

2
0
4
,
0
0
0

2
5
2
,
8
2
5

1
9
9
,
9
2
6

3
7
7
,
5
3
7

2
7
3
,
9
3
0

2
9
0
,
1
0
0

2
6
5
,
3
6
9

2
9
5
,
3
2
9

2
8
0
,
4
1
9

2
,
8
4
0
,
7
8
5

-17-



 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 投
資

・
財

政
計

画
（

法
適

用
企

業
・

収
益

的
収

支
）

 
 
 
 
 
 
 
（

単
位

：
千

円
）

H
2
7
年

度

（
決

算
）

H
2
8
年

度
H
2
9
年

度
H
3
0
年

度
H
3
1
年

度
H
3
2
年

度
H
3
3
年

度
H
3
4
年

度
H
3
5
年

度
H
3
6
年

度
H
3
7
年

度
H
3
8
年

度

１
．

営
　

　
業

　
　

収
　

　
益

　
　

　
(
A
)

3
1
3
,
8
2
7

3
3
8
,
3
1
9

3
3
8
,
7
4
3

3
4
6
,
8
2
6

3
5
3
,
3
3
2

3
5
8
,
0
7
4

3
6
2
,
7
5
7

3
6
7
,
6
7
4

3
7
3
,
3
7
2

3
7
7
,
1
1
7

3
7
6
,
7
2
5

3
7
6
,
8
8
2

3
1
0
,
8
2
1

3
3
6
,
4
7
5

3
3
6
,
8
9
3

3
4
4
,
9
7
6

3
5
1
,
4
8
2

3
5
6
,
2
2
4

3
6
0
,
9
0
7

3
6
5
,
8
2
4

3
7
1
,
5
2
2

3
7
5
,
2
6
7

3
7
4
,
8
7
5

3
7
5
,
0
3
2

(
B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
,
0
0
6

1
,
8
4
4

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0

1
4
2
,
9
7
4

1
3
4
,
5
4
5

8
6
,
6
4
8

7
6
,
0
9
0

7
5
,
6
5
2

7
5
,
3
7
7

7
5
,
0
8
2

7
4
,
2
6
7

7
3
,
2
6
6

7
2
,
4
7
5

7
1
,
7
6
1

6
2
,
7
6
2

1
0
0
,
3
9
1

9
4
,
7
8
9

5
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

他
会

計
補

助
金

1
0
0
,
3
9
1

9
4
,
7
8
9

5
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

そ
の

他
補

助
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
7
,
4
1
4

3
5
,
5
8
5

3
1
,
4
5
5

3
0
,
8
9
7

3
0
,
4
5
9

3
0
,
1
8
4

2
9
,
8
8
9

2
9
,
0
7
4

2
8
,
0
7
3

2
7
,
2
8
2

2
6
,
5
6
8

1
7
,
5
6
9

5
,
1
6
9

4
,
1
7
1

5
,
1
9
3

5
,
1
9
3

5
,
1
9
3

5
,
1
9
3

5
,
1
9
3

5
,
1
9
3

5
,
1
9
3

5
,
1
9
3

5
,
1
9
3

5
,
1
9
3

(
C
)

4
5
6
,
8
0
1

4
7
2
,
8
6
4

4
2
5
,
3
9
1

4
2
2
,
9
1
6

4
2
8
,
9
8
4

4
3
3
,
4
5
1

4
3
7
,
8
3
9

4
4
1
,
9
4
1

4
4
6
,
6
3
8

4
4
9
,
5
9
2

4
4
8
,
4
8
6

4
3
9
,
6
4
4

3
4
0
,
1
8
8

3
5
0
,
0
1
6

3
1
5
,
5
6
4

3
2
1
,
7
5
9

3
2
7
,
7
9
4

3
3
6
,
6
7
2

3
4
2
,
3
4
5

3
5
5
,
6
5
8

3
6
4
,
2
3
1

3
7
3
,
9
9
0

3
7
8
,
5
3
9

3
7
2
,
5
8
5

1
7
,
3
2
6

1
8
,
0
1
9

1
8
,
1
3
7

1
8
,
3
0
3

1
8
,
4
7
3

1
8
,
6
4
2

1
8
,
8
1
4

1
8
,
9
8
7

1
9
,
1
6
3

1
9
,
3
3
9

1
9
,
5
1
8

1
9
,
6
9
8

基
本

給
8
,
7
8
0

8
,
7
2
7

8
,
8
1
4

8
,
9
0
2

8
,
9
9
1

9
,
0
8
0

9
,
1
7
1

9
,
2
6
2

9
,
3
5
5

9
,
4
4
8

9
,
5
4
3

9
,
6
3
8

退
職

給
付

費
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

そ
の

他
8
,
5
4
6

9
,
2
9
2

9
,
3
2
3

9
,
4
0
1

9
,
4
8
2

9
,
5
6
2

9
,
6
4
3

9
,
7
2
5

9
,
8
0
8

9
,
8
9
1

9
,
9
7
5

1
0
,
0
6
0

1
4
4
,
8
8
8

1
6
0
,
3
7
1

1
5
9
,
4
9
2

1
6
1
,
6
9
0

1
6
3
,
8
2
8

1
6
5
,
4
5
1

1
6
7
,
1
5
3

1
6
8
,
9
2
6

1
7
0
,
8
4
2

1
7
2
,
5
0
1

1
7
3
,
5
7
0

1
7
4
,
7
1
8

動
力

費
2
,
7
9
3

3
,
6
0
0

3
,
6
0
4

3
,
6
8
9

3
,
8
8
8

3
,
8
1
0

3
,
8
6
2

3
,
9
1
3

3
,
9
7
4

4
,
0
1
4

4
,
0
1
0

4
,
0
1
2

修
繕

費
1
,
5
0
5

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

材
料

費
4
8

9
3

9
3

9
3

9
3

9
3

9
3

9
3

9
3

9
3

9
3

9
3

そ
の

他
1
4
0
,
5
4
2

1
5
4
,
8
2
6

1
5
3
,
9
4
3

1
5
6
,
0
5
6

1
5
7
,
9
9
5

1
5
9
,
6
9
6

1
6
1
,
3
4
6

1
6
3
,
0
6
8

1
6
4
,
9
2
3

1
6
6
,
5
4
2

1
6
7
,
6
1
5

1
6
8
,
7
6
1

1
7
7
,
9
7
4

1
7
1
,
6
2
6

1
3
7
,
9
3
5

1
4
1
,
7
6
6

1
4
5
,
4
9
3

1
5
2
,
5
7
9

1
5
6
,
3
7
8

1
6
7
,
7
4
5

1
7
4
,
2
2
6

1
8
2
,
1
5
0

1
8
5
,
4
5
1

1
7
8
,
1
6
9

9
3
,
0
8
2

8
2
,
0
3
2

7
6
,
2
0
8

7
1
,
0
5
4

6
6
,
2
6
0

6
1
,
9
3
6

5
6
,
2
9
7

5
3
,
3
6
7

4
8
,
4
3
2

4
4
,
3
8
0

4
2
,
3
8
3

4
5
,
0
1
0

8
8
,
7
7
2

8
2
,
0
3
2

7
6
,
2
0
8

7
1
,
0
5
4

6
6
,
2
6
0

6
1
,
9
3
6

5
6
,
2
9
7

5
3
,
3
6
7

4
8
,
4
3
2

4
4
,
3
8
0

4
2
,
3
8
3

4
5
,
0
1
0

4
,
3
1
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
(
D
)

4
3
3
,
2
7
0

4
3
2
,
0
4
8

3
9
1
,
7
7
2

3
9
2
,
8
1
3

3
9
4
,
0
5
4

3
9
8
,
6
0
8

3
9
8
,
6
4
2

4
0
9
,
0
2
5

4
1
2
,
6
6
3

4
1
8
,
3
7
0

4
2
0
,
9
2
2

4
1
7
,
5
9
5

（
E
)

2
3
,
5
3
1

4
0
,
8
1
6

3
3
,
6
1
9

3
0
,
1
0
3

3
4
,
9
3
0

3
4
,
8
4
3

3
9
,
1
9
7

3
2
,
9
1
6

3
3
,
9
7
5

3
1
,
2
2
2

2
7
,
5
6
4

2
2
,
0
4
9

(
F
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(
G
)

4
2

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

(
H
)

△
 
4
2

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

△
 
3
0
0

2
3
,
4
8
9

4
0
,
5
1
6

3
3
,
3
1
9

2
9
,
8
0
3

3
4
,
6
3
0

3
4
,
5
4
3

3
8
,
8
9
7

3
2
,
6
1
6

3
3
,
6
7
5

3
0
,
9
2
2

2
7
,
2
6
4

2
1
,
7
4
9

(
I
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(
J
)

3
1
8
,
1
6
9

2
8
0
,
9
9
4

2
9
1
,
9
5
7

2
2
8
,
4
2
5

2
4
7
,
6
0
5

2
7
5
,
3
3
2

3
0
8
,
0
7
8

3
4
9
,
5
5
3

3
9
2
,
7
5
8

4
5
3
,
0
2
1

5
5
9
,
5
4
6

6
3
7
,
6
2
8

う
ち

未
収

金
1
8
,
5
2
9

1
9
,
1
7
9

1
9
,
2
0
3

1
9
,
6
6
4

2
0
,
0
3
4

2
0
,
3
0
5

2
0
,
5
7
2

2
0
,
8
5
2

2
1
,
1
7
7

2
1
,
3
9
0

2
1
,
3
6
8

2
1
,
3
7
7

(
K
)

2
1
0
,
9
4
5

2
0
8
,
7
1
3

2
1
6
,
5
5
8

2
2
7
,
6
4
4

2
3
9
,
0
6
1

2
4
9
,
2
5
8

2
5
7
,
1
6
6

2
5
9
,
1
2
8

2
1
0
,
1
3
8

1
1
1
,
1
7
5

4
7
,
7
4
5

4
7
,
4
2
4

う
ち

建
設

改
良

費
分

2
0
4
,
3
2
2

2
0
5
,
1
3
0

2
1
2
,
9
5
3

2
2
4
,
0
1
6

2
3
5
,
4
1
0

2
4
5
,
5
8
4

2
5
3
,
4
6
9

2
5
5
,
4
0
8

2
0
6
,
3
9
5

1
0
7
,
4
0
9

4
3
,
9
5
6

4
3
,
6
1
2

う
ち

一
時

借
入

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

う
ち

未
払

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

(
M
)

3
1
3
,
8
2
7

3
3
8
,
3
1
9

3
3
8
,
7
4
3

3
4
6
,
8
2
6

3
5
3
,
3
3
2

3
5
8
,
0
7
4

3
6
2
,
7
5
7

3
6
7
,
6
7
4

3
7
3
,
3
7
2

3
7
7
,
1
1
7

3
7
6
,
7
2
5

3
7
6
,
8
8
2

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
度

　
区

　
　

　
分

収 益 的 収 支

収 益 的 収 入

（
１

）
料

　
金

　
収

　
入

（
２

）
受

　
託

　
工

　
事

　
収

　
益

 
 
 
 

（
３

）
そ

　
の

　
他

２
．

営
　

　
業

　
　

外
　

　
収

　
　

益
（

１
）

補
　

助
　

金

（
２

）
長

　
期

　
前

　
受

　
金

　
戻

　
入

（
３

）
そ

　
の

　
他

収
　

　
入

　
　

計

収 益 的 支 出

１
．

営
　

　
業

　
　

費
　

　
用

（
１

）
職

　
員

　
給

　
与

　
費

（
２

）
経

　
　

費

（
３

）
減

　
価

　
償

　
却

　
費

２
．

営
　

　
業

　
　

外
　

　
費

　
　

用
（

１
）

支
　

払
　

利
　

息
（

２
）

そ
　

の
　

他
支

　
出

　
計

流
 
 
 
 
動

 
 
 
 
資

 
 
 
 
産

流
 
 
 
 
動

 
 
 
 
負

 
 
 
 
債

累
 
計

 
欠

 
損

 
金

 
比

 
率

 
 
 
(
(
I
)
/
(
A
)
-
(
B
)
)
×

1
0
0
)

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
5
条

第
1
項

に
よ

り
算

定
し

た
(
L
)

資
金

の
不

足
額

経
　

常
　

損
　

益
　

　
　

(
C
)
-
(
D
)

特
　

　
別

　
　

利
　

　
益

特
　

　
別

　
　

損
　

　
失

特
 
 
 
 
別

 
 
 
 
損

 
 
 
 
益

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（

F
)
-
(
G
)

当
 年

 度
 純

 利
 益

 （
又

は
純

損
失

）
  
  
（
E
)+

(H
)

繰
 
越

 
利

 
益

 
剰

 
余

 
金

 
又

 
は

 
累

 
積

 
欠

 
損

 
金

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
　

(
A
)
-
(
B
)

地
方

財
政

法
に

よ
る

(
(
L
)
/
(
M
)
×

1
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
0

0

0
.
0
0

資
金

不
足

比
率

0
.
0
0

0
.
0
0

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6
条

に
よ

り
算

定
し

た
(
N
)

0
0

0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

資
金

の
不

足
額

0
0

0

0
0

解
消

可
能

資
金

不
足

額
健

全
化

法
施

行
令

第
1
7
条

に
よ

り
算

定
し

た
(
P
)

3
1
3
,
8
2
7

3
3
8
,
3
1
9

3
3
8
,
7
4
3

3
4
6
,
8
2
6

3
5
3
,
3
3
20

0
0

0
0

0
健

全
化

法
施

行
規

則
第

6
条

に
規

定
す

る
(
O
)

0
0

0
0

0
.
0
0

資
金

不
足

比
率

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

3
7
6
,
8
8
2

事
業

の
規

模
健
全
化
法
第
2
2
条
に
よ
り
算
定
し
た

(
(
N
)
/
(
P
)
×

1
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

0
.
0
0

3
5
8
,
0
7
4

3
6
2
,
7
5
7

3
6
7
,
6
7
4

3
7
3
,
3
7
2

3
7
7
,
1
1
7

3
7
6
,
7
2
5

-18-



    

 

 

投
資

・
財

政
計

画
（

法
適

用
企

業
・

資
本

的
収

支
）

 
 
 
 
 
 
 
（

単
位

：
千

円
）

H
2
7
年

度

（
決

算
）

H
2
8
年

度
H
2
9
年

度
H
3
0
年

度
H
3
1
年

度
H
3
2
年

度
H
3
3
年

度
H
3
4
年

度
H
3
5
年

度
H
3
6
年

度
H
3
7
年

度
H
3
8
年

度

１
．

気企
業

債
6
2
,
6
0
0

8
8
,
9
0
0

1
1
4
,
8
0
0

1
4
2
,
8
0
0

1
7
7
,
0
0
0

1
3
9
,
9
0
0

2
6
4
,
3
0
0

1
9
1
,
8
0
0

2
0
3
,
1
0
0

1
8
5
,
8
0
0

2
0
6
,
7
0
0

1
9
6
,
3
0
0

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

２
．

他
会

計
出

資
金

他
会

計
出

資
金

8
9
4

2
,
2
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

2
5
0
,
0
0
0

2
5
0
,
0
0
0

2
5
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

1
5
0
,
0
0
0

1
5
0
,
0
0
0

３
。

他
会

計
補

助
金

他
会

計
補

助
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

他
会

計
負

担
金

他
会

計
負

担
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

５
．

他
会

計
借

入
金

他
会

計
借

入
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

６
．

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

７
．

固
定

資
産

売
却

代
金

固
定

資
産

売
却

代
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

８
．

工
事

負
担

金
工

事
負

担
金

2
7
,
5
5
1

6
2
,
0
0
0

1
4
7
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

９
．

そ
の

他
そ

の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(
A
)

9
1
,
0
4
5

1
5
3
,
1
0
0

3
6
1
,
8
0
0

2
4
2
,
8
0
0

3
7
7
,
0
0
0

3
3
9
,
9
0
0

5
1
4
,
3
0
0

4
4
1
,
8
0
0

4
5
3
,
1
0
0

3
8
5
,
8
0
0

3
5
6
,
7
0
0

3
4
6
,
3
0
0

(
B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(
C
)

9
1
,
0
4
5

1
5
3
,
1
0
0

3
6
1
,
8
0
0

2
4
2
,
8
0
0

3
7
7
,
0
0
0

3
3
9
,
9
0
0

5
1
4
,
3
0
0

4
4
1
,
8
0
0

4
5
3
,
1
0
0

3
8
5
,
8
0
0

3
5
6
,
7
0
0

3
4
6
,
3
0
0

１
．

建
設

改
良

費
建

設
改

良
費

1
2
9
,
9
7
9

1
7
5
,
3
3
1

2
9
6
,
5
8
9

2
4
9
,
6
0
0

2
9
8
,
6
3
8

2
4
5
,
9
5
5

4
2
3
,
7
8
2

3
4
0
,
3
9
4

3
5
6
,
7
8
5

3
8
2
,
2
7
7

4
1
2
,
4
6
3

4
4
7
,
7
8
1

う
ち

職
員

給
与

費
1
7
,
8
0
7

1
7
,
4
5
0

1
7
,
5
9
8

1
7
,
7
4
8

1
7
,
9
0
0

1
8
,
0
5
4

1
8
,
2
0
8

1
8
,
3
6
4

1
8
,
5
2
1

1
8
,
6
8
0

1
8
,
8
4
1

1
9
,
0
0
3

２
．

企
業

債
償

還
金

企
業

債
償

還
金

2
1
1
,
8
9
7

2
0
4
,
8
7
9

2
0
5
,
1
3
0

2
1
2
,
9
5
3

2
2
4
,
0
1
6

2
3
5
,
4
1
0

2
4
5
,
5
8
4

2
5
3
,
4
6
9

2
5
5
,
4
0
8

2
0
6
,
3
9
5

1
0
7
,
4
3
2

4
3
,
9
5
7

３
．

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

他
会

計
へ

の
支

出
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

５
．

そ
の

他
そ

の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(
D
)

3
4
1
,
8
7
6

3
8
0
,
2
1
0

5
0
1
,
7
1
9

4
6
2
,
5
5
3

5
2
2
,
6
5
4

4
8
1
,
3
6
5

6
6
9
,
3
6
6

5
9
3
,
8
6
3

6
1
2
,
1
9
3

5
8
8
,
6
7
2

5
1
9
,
8
9
5

4
9
1
,
7
3
8

(
E
)

2
5
0
,
8
3
1

2
2
7
,
1
1
0

1
3
9
,
9
1
9

2
1
9
,
7
5
3

1
4
5
,
6
5
4

1
4
1
,
4
6
5

1
5
5
,
0
6
6

1
5
2
,
0
6
3

1
5
9
,
0
9
3

2
0
2
,
8
7
2

1
6
3
,
1
9
5

1
4
5
,
4
3
8

１
．

損
益

勘
定

留
保

資
金

損
益

勘
定

留
保

資
金

2
2
7
,
3
4
2

1
8
6
,
5
9
4

1
0
6
,
6
0
0

1
8
9
,
9
5
0

1
1
1
,
0
2
4

1
0
6
,
9
2
2

1
1
6
,
1
6
9

1
1
9
,
4
4
7

1
2
5
,
4
1
8

1
7
1
,
9
5
0

1
3
5
,
9
3
1

1
2
3
,
6
8
9

２
．

利
益

剰
余

金
処

分
額

利
益

剰
余

金
処

分
額

2
3
,
4
8
9

4
0
,
5
1
6

3
3
,
3
1
9

2
9
,
8
0
3

3
4
,
6
3
0

3
4
,
5
4
3

3
8
,
8
9
7

3
2
,
6
1
6

3
3
,
6
7
5

3
0
,
9
2
2

2
7
,
2
6
4

2
1
,
7
4
9

３
．

繰
越

工
事

資
金

繰
越

工
事

資
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

そ
の

他
そ

の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(
F
)

2
5
0
,
8
3
1

2
2
7
,
1
1
0

1
3
9
,
9
1
9

2
1
9
,
7
5
3

1
4
5
,
6
5
4

1
4
1
,
4
6
5

1
5
5
,
0
6
6

1
5
2
,
0
6
3

1
5
9
,
0
9
3

2
0
2
,
8
7
2

1
6
3
,
1
9
5

1
4
5
,
4
3
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(
G
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(
H
)

2
,
3
5
9
,
6
6
3

2
,
2
4
3
,
6
8
4

2
,
1
5
3
,
3
5
4

2
,
0
8
3
,
2
0
1

2
,
0
3
6
,
1
8
5

1
,
9
4
0
,
6
7
5

1
,
9
5
9
,
3
9
1

1
,
8
9
7
,
7
2
2

1
,
8
4
5
,
4
1
4

1
,
8
2
4
,
8
1
9

1
,
9
2
4
,
0
8
7

2
,
0
7
6
,
4
8
0

〇
他

会
計

繰
入

金
 
 
 
 
 
 
 
（

単
位

：
千

円
）

H
2
7
年

度

（
決

算
）

H
2
8
年

度
H
2
9
年

度
H
3
0
年

度
H
3
1
年

度
H
3
2
年

度
H
3
3
年

度
H
3
4
年

度
H
3
5
年

度
H
3
6
年

度
H
3
7
年

度
H
3
8
年

度

1
0
0
,
3
9
1

9
4
,
7
8
9

5
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

う
ち

基
準

内
繰

入
金

5
1
,
6
4
2

4
3
,
0
5
2

1
7
,
9
4
4

う
ち

基
準

外
繰

入
金

1
0
0
,
3
9
1

4
3
,
1
4
7

6
,
9
4
8

2
2
,
0
5
6

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

8
9
4

2
,
2
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

2
5
0
,
0
0
0

2
5
0
,
0
0
0

2
5
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

1
5
0
,
0
0
0

1
5
0
,
0
0
0

う
ち

基
準

内
繰

入
金

8
9
4

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

2
,
2
0
0

う
ち

基
準

外
繰

入
金

9
7
,
8
0
0

9
7
,
8
0
0

1
9
7
,
8
0
0

1
9
7
,
8
0
0

2
4
7
,
8
0
0

2
4
7
,
8
0
0

2
4
7
,
8
0
0

1
9
7
,
8
0
0

1
4
7
,
8
0
0

1
4
7
,
8
0
0

1
0
1
,
2
8
5

9
6
,
9
8
9

1
5
0
,
0
0
0

1
4
0
,
0
0
0

2
4
0
,
0
0
0

2
4
0
,
0
0
0

2
9
0
,
0
0
0

2
9
0
,
0
0
0

2
9
0
,
0
0
0

2
4
0
,
0
0
0

1
9
0
,
0
0
0

1
9
0
,
0
0
0

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
度

　
区

　
　

　
分

収
　

益
　

的
　

収
　

支
　

分

資
　

本
　

的
　

収
　

支
　

分

合
　

　
計

資
本

収
入

額
が

資
本

的
支

出
額

に

不
足

す
る

額

補 正 財 源
計

補
填

財
源

不
足

額
（

E
)
-
(
F
)

他
会

計
借

入
金

残
高

企
業

債
残

高

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
度

　
区

　
　

　
分

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入

計
(
A
)
の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
越

さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

純
計

　
(
A
)
-
(
B
)

資 本 的 支 出

計

-19-



 

 

    

 

 

１．将来の収支見込 

   計画期間の経営状況は、圏央道五霞ＩＣ周辺地区開発事業等による水需要の増加が

見込まれることから、給水収益も増加するものと試算しました。他の収益は、施設更

新・老朽管布設替え事業により、これまでの収支と大きく変化します。 

近年の事業収支は、かろうじてプラスを維持していますが、施設更新・老朽管布設

替え事業による支払利息や減価償却費が加わり、施設老朽化に伴う修繕費や受水費の

増加が見込まれます。経費節減やこれまでの事業による施設が耐用年数を迎えること

で、既存施設による支払利息及び減価償却費が減少することから計画期間内では、赤

字は発生しません。 

しかし、計画期間内において他会計補助金を見込んでいますが、地方公営企業法に

よる健全な事業運営を行うための「独立採算の原則」に基づき他会計補助金を除くと

赤字となります。 

資本的収支では、施設更新・老朽管布設替え事業に、企業債の借入れ、出資金及び

内部留保資金を基に実施することとしており、計画期間内での必要な資金は確保でき

る見込みとなっています。また、これまでの事業で借り入れた企業債の返済が進んで

いますが、未償還残高は平成３７年度から増加します。 

内部留保資金は一時減少する見込みですが、今後、出資金等により、平成３８年度

には約３億６千万円程度見込まれます。 

平成３８年度以降も老朽施設の更新費用及び借入金の返済費用として、年間約４～

６億円程度は必要になると考えられます。 

以上に加えて、現在、継続事業として進められております、水源開発事業への将来

負担や、広域化の拡充に関わる検証の動向を見据えた所要の財源確保と計画的な財政

措置を考慮しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 今後の経営状況 

 

○内部留保資金 

実際に現金の支出がない費用（減価償却費等）の計上によって生じた資金（＝損益勘定

留保資金）や、過去の利益を積み立てた資金など、水道事業会計の内部に留保している資

金。建設改良投資や借入金の返済のために使用される。 

 

当該年度留保資金  ＝減価償却費＋資産減耗費 

当該年度留保資金残高＝補填財源（減価償却費＋資産減耗費）－資本勘定不足額 

内部留保資金累計額 ＝前年度内部留保資金累計額＋当該年度留保資金残高 

                           －長期前受金戻入金 
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２．料金体系等のあり方 

   現在の水道料金は、１３mm及び２０mmの基本料金２,０００円（10m3まで）、超過料

金２００円（1m3ごとに）となっており、さらに１３mmで５０円、２０mmで１００円

の量水器使用量が加算されます。 

水道料金は、給水サ－ビスの対価として水道事業が実施する施設の維持及び 

建設改良に要する経費を補うことが可能なように、必要な時期に適正な水準に定

めることが健全経営につながり、好ましいとされております。 

平成３８年度以降も、これまでの事業による施設が耐用年数を迎えてくることで、

既存施設による支払利息及び減価償却費の増加により、給水原価が供給単価を大幅に
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上回ることが予測されます。しかし、経費節減に努めることは可能ですが、施設老朽

化による修繕費や受水費は減少とはなりません。老朽化が進むことで、今後さらに増

加することも予測されます。また、内部留保資金残高は約３億円前後見込んでいます

が、計画期間以降における老朽化施設の更新事業に出資金を繰り入れない場合、自己

資金だけでは不足するものと考えられます。 

よって、安定的な事業実施のためには、近い将来における料金改定を考慮した検討

が必要となります。 
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１．組織等に関する事項 

五霞町の水道事業は、現在、職員数４名と包括的業務委託による事業運営の効率

化を図りつつ、経費削減に努めていますが、経年経過する施設及び管路等の修繕・

更新・耐震化を着実に進めることが不可欠な状況です。 

そのため、施設の維持管理を適切に行い、長寿命化を図るための方策として、職

員の意欲、資質向上を目的とした各種技術研修会等への積極的な参加や、更なる自

治体間の情報共有・連携を進めるほか、業務委託の拡充を含む組織の体制化構築に

取組みます。 

 

２．広域化等に関する事項 

五霞町は、地理的特性などの条件から、他の水道事業体との広域化が困難な状況

であったため、町単独での利根川表流水の取水・浄水施設を所管していますが、一

方では、埼玉県水道用水供給事業との広域連携による浄水（一定量）を先進受水し

ています。 

今後は、水道事業会計の健全化とリスク管理等を考慮した広域化拡充及び施設規

模の適正化等を含めた事業のあり方の検証を進めます。 

 

３．民間の資金・ノウハウの活用に関する事項 

公共の福祉の観点からは、水道事業の基幹的業務は、引き続き水道事業者が責任

を持って効率的に実施していくことが求められます。現在、検針業務、水質検査等

は、個別委託を行っており、浄水場の運転管理や点検業務等の施設管理は、民間へ

の包括委託で行っています。今後も先進事例の研究をしながら、より効率的で、よ

り良いサービスが提供できるような改革をしていきます。 

 

４．その他の経営基盤の強化に関する事項 

健全経営の強化のため、引き続き給水サ－ビスの対価として水道事業が実施する

投資計画に見合った料金設定に努めます。また、一般会計の出資金のあり方の検討

を進めます。 

今後給水区域内人口が減少傾向にありますが、上水道と自家用井戸併用家庭にお

ける上水道水への転換や、既存工場団地への工場誘致等に努め、さらに老朽管の更

新を図ることにより、有収率の向上を目指した収益の確保に努めます。 

第７章 効率化・経営健全化の取組 
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５．資金管理・調達に関する事項 

常に一定以上の預金高を維持し、安定した資金運用を行っていますが、今後の施

設・管路の更新のほか、新設の水道管布設事業などにより建設改良費が増加し、内

部留保資金が減少していくことから、資金管理に影響が出る可能性があります。投

資計画に沿った資金運用を行い、他会計補助金・出資金等の確保に努めつつ、企業

債を計画的に財源に組み入れていきます。また、有収水量の推移から適正な料金収

入を見込むとともに、料金回収率の向上に努めます。 

 

６．情報公開に関する事項 

水道事業運営への理解や透明性の確保の観点から、広報誌やホームページを利用

した情報公開に努めます。 

今後も、提供する情報とその内容を充実させることを前提に、内容の見直しや事

後検証に取り組んでいきます。 

 

７．その他重点事項 

① 安全で安定した給水を行うために耐用年数を考慮し、実際の老朽化の状態を把握

した上で、計画的に施設の更新を行います。 

② 給水区域内における給水の効率を高め、維持管理の効率化、施設利用率の向上、

管理費用を削減するため、水需要に見合った施設の構築を検討します。 

③ 防災対策や危機管理体制の強化はこれまでも取組んできましたが、町の防災担当

部署や水道業務に携わる民間企業、他事業体とも連携して取組んでいきます。 
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検証（Check）、見直し（Action）のプロセスにおいては、学識経験者等の意見を聴取

し、客観的かつ合理的な検証・見直しが行われるよう留意し、あわせて、経営比較分析

表の各種経営指標を活用し、経営環境の類似する他団体の水道事業と経営状況の比較分

析を行うなどして経営状況を的確に把握し、経営健全化・効率化に取り組んでいきます。 

また進捗管理においては、各施策を着実に実施するため、戦略の実行状況、投資・財

政計画と実績との乖離やその原因に対する分析を行い、その結果を次期戦略へと反映し

ていくこととし、計画策定（Plan）、実施（Do）、検証（Check）、見直し（Action）の

サイクル（PDCAサイクル）を継続的に運用していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 推 進の ＰＤ ＣＡ サイ クル

計画の策定(Plan)

・ビジョン・目標の設定

・基本計画の策定

改善の検討(Action)

・未達成目標の対処

・新たなニーズの把握

事業の推進(Do)

・進捗状況の管理

目標達成状況の確認(Check)

・事後評価

・顧客満足度の把握

ＰＤＣＡ

サイクル

第８章 計画の検証と進捗管理 
 

○PDCAサイクル  

Plan（計画）････････ 従来の実績や将来の予測などをもとにして事業計画を作成する。  

Do（実行）･･････････ 計画に沿って業務を行う。  

Check（点検・評価）･･ 業務の実施が計画に沿っているかどうか確認する。  

Action（改善）･･･････ 実施が計画に沿っていない部分を調べて処置する。 

 

情報開示・説明責任 

情報の収集 

実施事業 

成果の整理 

水道施設更新計画 

及び実施計画 
計画の見直し 

事業への反映 

-25-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      




